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１ 実施概要について 

(1) 目 的 

ア 持続的な改革・改善の仕組みを構築 

総合計画に掲げる施策を着実に実施するためには、より効率的で実効性の高い行

政経営を進める必要があります。そこで、総合計画を中心としたトータルシステム

の中に持続的な改革・改善の仕組みとして、事務事業の市民点検を組み込みます。 

イ 対話による改革・改善の推進 

(ｱ)  職員の意識改革から組織文化の変革 

点検での気付きから組織内対話を通じて、事務事業の原点に立ち返り、自律

的な改革・改善を行えるよう組織文化の変革を促します。 

(ｲ)  市民参画の更なる推進 

点検を通じて更なる市民参画を図り、市民本位の行政経営を推進します。 

(2) 点検の基本的な考え方 

市が行う事務事業は、内容が目的達成の最適な手段となっているか、常に原点に

立ち返り不断の見直しを行い、主体的な改革につなげることが必要であることか

ら、市民との対話により点検を行いました。 

点検の結果は、成果が目に見えるよう、実行計画、次年度予算、行財政改革アク

ションプランの見直し等に反映させます。 

なお、点検の結果は、拘束力を持つものではありませんが、外部評価及び客観的

評価として尊重し、説明責任を果たす必要があることから、点検結果及び反映結果

は（反映できない場合は理由も付して）全て公開します。 

(3) 全体スケジュール 

5 月 

・実施要領の策定、対象事務事業を選定 

・行政改革推進本部、行政改革推進委員会の開催 

・対話力向上研修 第 1 弾「組織内対話編」の実施 

6 月 
・市民へ募集案内の発送 

・対話力向上研修 第 2 弾「論点整理編」の実施 

7 月 ・市民点検員の決定、市民点検員研修の実施 

8 月 ・市民点検実施（8月 3 日、4日） 

10～11 月 
・中間報告の取りまとめ 

・行政改革推進委員会へ報告 → 公表（ウェブサイト等） 

1 月 ・最終報告の取りまとめ 

2 月 ・行政改革推進本部へ報告 

3 月 ・行政改革推進委員会へ報告 → 公表（ウェブサイト等） 
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(4) 点検従事者数の実績 

 
 

 

 

 

 

(5) 対象事務事業の選定 

事務事業選定については、市原市総合計画に掲げる 44 の施策を単位に、図 1に示

す「市原市総合計画の施策体系図」の太枠内を点検テーマとして設定し、各テーマ

に紐づく事務事業を点検しました。2018 年度に点検できなかった事務事業もあるこ

とから、昨年度の点検テーマも継続して対象としています。 

1 テーマにつき、2～4の事務事業を選定し、全部で 32 の事務事業を対象としまし

た。選定した際の流れ、条件は、次のとおりです。 

ア 選定の流れ 

 自律的な改革・改善を推進するため、各部門からの提案方式にて、対象候補

となる事務事業を提案しました。 

 その後、市の附属機関である市原市行政改革推進委員会に諮り、32 の事務事業

を選定しました。 

※行政改革推進委員会では、実行計画事業の一覧と、その中から対象候補として選んだ事

務事業をリストとして提出しました。 

(2.9%) (23.9%) (5.1%)

研修 (78.1%) (64.3%) (11.1%) 15 (100%) (71.9%)

（参加率=点検/応募者）

※18歳以上の市民を無作為に抽出して案内状発送

■市民点検参加者　内訳

■市民点検　傍聴者数

1.7%

100.0%

5.7%

18.9%

13.9%

18.0%

18.9%

2
122

23
17
22
23

7

17
11

案内状発送

応募者（応募率）

男性

人数

女性

72
50

（参加率=研修/応募者)

下段

8/4

上段

8/3 28

30
58

項目
OB・OG点検員

合計

１０代

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

７０代

８０代

57

73

割合

59.0%

性別

1 無作為抽出
点検員

・京葉高校、望洋高校、

　市原中央高校

・千葉大学
2,500 ※

市民提案員
3 高校生・大学生

41.0%

(79.5%)

9

8
内、大学生１

6

年代 人数

42

27

割合

13.9%

9.0%

20

21

・8/3(土)　43人
・8/4(日)　34人77

100.0%合計 122

市民点検 (97.6%) 14 (93.3%)41
4

計

1

60

62
122 (87.8%)

100

139

9 (100%)
5

15

※高校生14名は個別説明

2 OB・OG

176

※ １ 18 歳以上の市民を無作為に抽出して案内状を発送 
※ ２ OB・OG＝過去の点検に参加したことのある市民点検員 

※ ３ 市民提案員＝OB・OG の内、事業の点検自体には直接関わりませんが、会場で対話を聞いていただき、 
提案シートにより御提案をいただくもの。いただいた提案は、市民点検員のものと同様に公表し、担当課へ 
フィードバックする。 

※２ 
※３ 

※１ 
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イ 選定の条件 

 市民点検の効果を最大限に活用するため、市民点検による成果を期待できる

事務事業を選定しました。 

 2018 年度に市民点検を行った事務事業（36 本）は、市民点検の効果を広くも

たらすため、又、点検による改善効果等がまだ検証できないことから、今回

は対象外としました。 

 2019 年度の新規事務事業については、まだ実績がないため、対象外としまし

た。 

 専門的知見により検証が必要な事務事業、対象者数が限定されている事務事業、

既に計画決定している事務事業は、対象外としました。 

 より効果的に点検を行うため、関係性のある複数の事務事業はまとめて点検

しました。 

 実行計画事業のうち、「市原市総合計画 第一次実行計画 2019 年度版」に事業

名として具体的に掲載されていないものは、その事務事業の目的等に合わせ

て、点検しやすいよう整理しました。 

（例）文化財普及啓発事業（標準経費の普及啓発関連経費） 

青色防犯パトロール事業（自主防犯組織支援事業、安全パトロール実施事業） 

 

図 1 市原市総合計画の施策体系図 

 
 

ｃ 
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(6) 点検方法と判定 

ア １事業の点検方法 

事業説明 

役割：説明員（市の担当課職員） 

10 分 説明員が、市民点検用説明シート及び事業シートに

基づき、事務事業の要点や補足を簡潔に説明しまし

た。 

対話 

質疑応答 

役割：コーディネーター・各点検員 

50 分 

コーディネーター（構想日本スタッフ）が、対話が

促進されるよう点検を進行しました。 

点検員は、事務事業の内容や実績等について、質疑

を行い、事業の在り方、実施方法等について対話を行

いました。 

判定 

役割：コーディネーター・各点検員 

10 分 

対話に基づき、判定シートを用いて結論を出し、結

果及び内訳を公表しました。 

なお、市民と職員が対話を通じて一緒に考え、自由

な雰囲気の中で新たな発想を生み出すため、判定区分

は以下のとおり、やわらかい表現としています。 

判定区分 

ちょっと待った！（廃止・凍結） 

もう一歩！（要改善） 

いいね！（継続） 

判定以外にも、各点検員の御意見は、判定シートへ

記入し、その内容を担当課へ回付しました。 

※時間は目安であり、点検内容によって増減あり 計 70 分 

※市民点検員には、半日単位の参加で 1,000 円の図書カードを進呈（事前研修

参加も含む） 

イ 判定結果の論点（キーワード） 

事務事業の担当課が、改革・改善を具体的に進めていくため、判定のポイントと



 

 

- 5 - 総務部 総務課 行政改革推進室 市原市 

 

なった論点（キーワード）をコーディネーターがとりまとめました。 

また、点検員が判定に迷わないようにするため、判定基準を分かりやすくし、

自由記載欄を設定しました。  
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２ 最終報告について 

(1) 最終報告までの流れ 

32 の事務事業について、122 名の市民点検員の方々に参加いただきながら点検を

実施しました。点検の結果、「ちょっと待った！(廃止・凍結)」が 0事業、「もう一

歩！(要改善)」が 27 事業、「いいね！(継続)」が 5事業となりました。 

事務事業の見直しにあたっては、調整等も必要なため、「中間報告」と「最終報

告」の 2段階に分けて報告することとしました。 

中間報告では、「反映の方向性」と「担当職員の得られた気付き」に加え、今回か

ら、判定に至った経緯を明らかにするため、「判定のポイントとなった理由」を詳細

にまとめました。※事務事業一覧参照（P14 以降） 

中間報告を経て、各担当課による事務事業の見直しや、庁内でのレビューを重

ね、市民点検の成果として、以下のとおり最終報告を取りまとめました。 

(2) 反映結果と反映先 

市民点検の結果は、次のとおり反映することとしました。このうち、「改善」とした

28 の事務事業について、最終的な反映先は下表のとおりです。また、「継続」とした 4

つの事務事業については、事業目的や進め方について一定の評価は得られましたが、

不断の見直しを図りながら進めていきます。 

 

点検結果  最終報告（反映結果） 

判定 事業数  廃 止 改 善 継 続 

ちょっと待った！(廃止・凍結) ０ → ― ― ― 

もう一歩！(要改善) ２７ → ０ ２７ ０ 

いいね！(継続) ５ → ０ １ ４ 

合 計 ３２  ０ ２８ ４ 

 

 

 

【反映先】 

即時反映 
実行計画・ 

令和 2年度予算 

行財政改革 

アクションプランⅡ 

１６ ５ ７ 

点検を受けて、すぐに改善して取り組む

もの。例えば、ニーズ把握のためのアン

ケート調査の実施、効果的な事業周知の

ための SNS の活用 等 

次期実行計画に位置付け、次年度

当初予算に反映させるもの。例え

ば、次年度から廃止、または、事業

費の増額（減額）を伴う場合など。 

行財政改革 APⅡに位置付けるもの。

例えば、事業主体や実施方法を見直

したり、相手側との協議を複数年かけ

て反映させていく場合など。 
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(3) 点検による効果 

市民点検の対話によって得られた気付きを基に、自律的な改革・改善につなげる

ことができました。主な例は以下のとおりです。  

※詳細は、P14 以降の事務事業一覧を参照 

ア 実行計画・令和 2 年度予算へ反映させる事業 

■若者の結婚支援事業 

事業の目的と内容について、周知が不足していることに気付いたことから、次

年度は、年間 3回実施する婚活パーティーのうち、1回分の周知について、これ

までの手法に加え、ＪＲ駅、小湊鐵道バス車両への有料広告を新たに実施するこ

ととしました。更に、令和２年度から「婚活 in いちはら（婚活パーティー）＋

（婚活セミナー）」に加え、当事者の結婚活動支援の輪を広げるため、親や親

戚、友人など当事者の結婚活動を支援する方も参加対象とした大規模な婚活セミ

ナー（婚活応援セミナー）を新たに開催することとしました。 

また、カップル成立時に贈っていた市原湖畔美術館入園券を取りやめ、ニーズ

の検証を行うとともに、複数種類作成していた広報用のポスター等を見直し、集

約を行います。 

 

■租税教育・啓発事業、租税教室事業  

啓発事業については、ティッシュ配布が徴収率向上につながらないという意見

から気付きを得て、来年度は、ティッシュの配布場所を厳選し、配布数も減らし

て実施します。 

租税教室については、実施校を増やすことが課題であるという指摘から、いた

だいた意見を含め、教育委員会と連携して未実施校に働きかけるなど、実施校の

増加を図っていきます。 

 

■いちはら健倖フェスタ 

周知が不足しているという指摘から気付きを得て、点検での意見を基に、10 月

20 日に健倖フェスタを実施しました。具体的には、保育園への周知について、こ

れまで会場付近の４園に行ってきましたが、新たに市内全域の認定こども園や認

可保育所・園計 31 ヵ所に拡大しました。また、JR３駅及び京成ちはら台駅にポ

スターを掲示し、駅利用者への周知に努めました。更に市医師会、薬剤師会を始

め、関係団体に周知の協力を依頼しました。町会回覧による情報提供も新たに予

定していましたが、災害の影響により未実施となりました。 

その他、点検では、イベント後の次の行動につなげていくフォローも必要であ

ると指摘があったことから、健倖フェスタの会場にて、次につながるような市の

他事業を紹介するリーフレットも併せて配布しました。 

次年度は、ポスターやリーフレットを増刷し、更に周知に取り組んでいきます。 
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■トイレ洋式化事業 

スピード感を持って進めること、洋式化だけでなく老朽化対策も必要であるとい

う意見から気付きを得て、当初、令和 8年度に洋式化率 50％を目標にしていました

が、前倒して短期的、集中的に取り組むこととしました。 

具体的には、校舎については、各校の児童生徒数に応じた個数を洋式化するとと

もに、老朽化したトイレの環境整備を実施します。体育館及び武道場は、災害時に

避難所になることを踏まえ、全てのトイレを洋式化します。 

こうした取組により、令和 5年度までに全小中学校で洋式トイレが充足する

「洋式トイレ学校充足率 100％」を目指します。 

イ 行財政改革アクションプランⅡへ反映させる事業 

■地区まつり助成事業 

制度に関する広報が不足しているという指摘から気付きを得て、まずは、地区ま

つりの実施主体である町会長連合会の各地区会と連携し、従来から周知手段として

いる市ホームページや広報いちはらに加え、SNS の活用など、効果的な周知方法の

検討・見直しを行います。また、現在、1地区当たり 22 万円の補助金を一律に交付

していますが、地区により、実施方法や規模等が異なることから、来年度、本事業

の本来の目的に照らし合わせながら、算定の考え方等を整理します。 

 

■ユニバーサルスポーツの普及事業 

年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、様々な人の交流を図るため、ユニバ

ーサルスポーツである「ボッチャ」の裾野を広げることが必要という意見から気

付きを得て、まずは、利用促進・利便性の向上を図るため、これまで用具の貸し

出し場所としてきた市役所に加え、他の施設でも貸し出しができるようにしてい

きます。また、市民団体と連携した「ボッチャ体験会」の開催などにより、更な

る普及促進に取り組みます。 

 

■緑化推進事業（生垣設置奨励補助金） 

生垣設置後の維持管理が大変であるといった意見から気付きを得て、補助金要

綱を変更し、これまで対象としてきた中木（成長すると２ｍ以上になる）に加

え、維持管理が容易な低木も対象とすることとし、補助金を活用してもらいやす

くします。また、今後も住民ニーズを注視しながら緑化推進に努めていきます。 

 

■文化芸術振興助成事業 

補助金利用の応募数が少ないため、裾野を広げていく必要があるという指摘か

ら気付きを得て、これまで行ってきた市ウェブサイトや広報紙での情報発信に加

え、制度概要を記載したチラシを新たに作成し、他部署が開催している市のイベ

ントや、公民館、学校等で配布し、制度の周知を図ります。 

また、類似性のある補助金事業との整理を行い、市民の方々がより利用しやす

い市民視点の補助制度となるよう検討していきます。  
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３ 総括について 

(1) 市民点検の成果検証 

事務事業の市民点検は、無作為抽出の市民が市役所の仕事（事務事業）を直接点検

する、全国でも先進的な取組として 2016 年度、2018 年度に続き、今年度で 3回目の

実施となりました。今回の市民点検自体の成果について、以下のとおり、当初の目的

に照らし合わせて検証しました。 

＜目的１＞ 

持続的な改革・改善の仕組みを構築 

・より効率的で実効性の高い行政経営を進めるため、総合計画を中心としたトータル

システムの中に持続的な改革・改善の仕組みとして、事務事業の市民点検を組み込

むことを目的としています。 

・市民点検は、2018 年度から 5年かけて、総合計画に掲げる 44 の施策に紐づく事務

事業を点検することとしています。5年間での実施のうち、今年度は 2年目に当た

り、これまで 23 の施策に紐づく事業を点検してきました。 

→残りの期間である 3年間をかけ、残りの施策に紐づく事務事業の点検を実施して

いきます。 

・事業選定は、トータルシステムにおける部門経営方針の作成にあわせ、各部門から

の提案方式にて候補を選定してきました。 

→今後、各部門の主体的な取組を促進させ、市民点検をより意義のあるものとして

くため、事業選定を含めてトータルシステムとの更なる連動を図り、持続的な改

革・改善の仕組みを確立していきます。 

 

 

 

＜目的２－１＞ 

対話による改革・改善の推進  ―職員の意識改革から組織文化の変革― 

・点検での気付きから組織内対話を通じて、事務事業の原点に立ち返り、自律的な改

革・改善を行えるよう組織文化の変革を促すことを目的としています。 

・今回の点検では、前回と比べ、組織内対話を活性化させるため、事前の説明員研修

において、コーディネーターとの論点整理を充実させ、事業シートの作成期間を十

分に設けてきました。 
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→説明員に対するアンケートでは、研修の成果が出せたかという問いに対し、「十分

出せたと思う」「まあまあ出せたと思う」「出せたと思う」を合わせると 9割以上

となり、前回アンケートの 6割に比べ、非常に高い結果となりました。また、市

民点検員及び傍聴者に対するアンケートでは、説明員の説明に対して、「分かりや

すくなった」と回答した割合が前回よりも 1～2割高くなりました。 

→事前研修や事業シートの作成をきっかけとして、事務事業の原点に立ち返り、上

司と部下の間で組織内対話が活性化され、得られた気付きに基づき、自律的な改

革・改善につなげることができました。その後、「いいね！（継続）」と判定され

た事業でも点検の気付きを受け、各担当課による見直しや、庁内でのレビューを

重ね、更に改善して取り組むこととしたり（例：トイレ洋式化事業では、「いい

ね！（継続）」から「改善」とした）、先の災害では、広報紙の号外や被災者相談

コーナーを設置したりするなど、各部門が自分達に今できることは何かを考え行

動する主体的な取組が生まれ、組織文化の変革につなげることができました。 

・また、今回から、判定に至った経緯を明らかにするため、「判定のポイントとなった

理由」を詳細にまとめました。 

→これにより、担当課が改革・改善していくべき点が明確となり、点検後の組織内

対話の更なる活性化につなげることができました。 

 

 

 

＜目的２－２＞ 

対話による改革・改善の推進  ―市民参画の更なる推進― 

・点検を通じて更なる市民参画を図り、市民本位の行政経営を推進することを目的と

しています。 

ア 参加率 

・今回の点検では、市民点検員の応募率向上を図るため、募集時点で点検テーマを提

示しました。 

→応募率は、2.9％で前回と変わりませんでしたが、応募時にテーマを提示して選

択できるようにすることで、事務事業を想定した事前の関心や準備を促すことに

つながり、その後の参加辞退する割合を前回よりも低く抑えることができまし

た。これにより、より多くの市民が関わり、市民参画の推進につなげることがで

きました。 
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イ 対話の促進 

・多くの市民が点検に関われるよう、市民提案員制度を取り入れ、会場数を 3会場か

ら 4会場へ増やして実施しました。 

→今回は 122 名の市民の方に参加いただきましたが、会場を 4会場とし、市民提案

員制度を導入することで、1グループ当たりの人数が多くなり過ぎず、多くの市

民の方に参加いただきながらも、対話を促進することができました。 

しかし、市民提案員制度については、立ち位置がわかりにくいといった意見が多

くありました。 

ウ 幅広い世代の参加 

・幅広い世代からの意見をいただくため、これまで参加率の低かった若い世代である

高校生や大学生に対して、広く参加を働きかけました。 

→参加高校がこれまでの 2校から 1校増え、3校になりました。また、千葉大学に

参加を投げかけたところ、1名の学生が参加してくれることとなり、行政に対す

る注目度の高さが伺えるとともに、市民参画の更なる推進を図ることができま

した。 

エ 点検時間 

・対話の時間を十分に確保するため、点検時間を 1事業当たり 60 分から 70 分としま

した。それに伴い、前回は午前 3事業、午後 3事業の点検を行ってきましたが、今

回は、午前 2事業、午後 2事業で実施することとし、自己紹介や感想を述べる時間

も確保しました。 

→OB・OG 点検員からのアンケートでは、「過去 2回に比べて、全体のスケジュール

が最も良いと感じた」という意見もありました。70 分とすることで、余裕をもっ

た点検を実施することができ、より深化した対話を行うことができました。 

オ 判定 

・点検員が判定に迷わないようにするため、判定シートに自由記載欄を設定しまし

た。 

→「判定はいいね！（継続）だけど、ここは改善して欲しい。」といった場合でも

自由に記載してもらうことで、より具体的な意見をもらうことができ、各課に

その内容をフィードバックすることができました。 
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(2) 今後の取組について 

今回の実施で見えてきた課題について、次回の取組につなげられるよう整理しまし

た。 

ア 庁内横断的な課題の解決 

・総合計画に掲げる 44 施策に紐づく事務事業の点検が終了した後、事業選定につ

いて別の方法が定まっていないことが課題として挙げられます。 

→総合計画に掲げる 44 の施策に紐づく事務事業の点検については継続しつつ

も、事業選定の切り口を変え、内部的な事務など、全庁的な改革・改善の視

点による横串テーマ等を検討します。 

→トータルシステムとの更なる連動を図るため、トータルシステムの成果検証

の時点から、事業選定の検討を進めていきます。点検による「気付き」を受

けてサイクルのチェックを行うことで、市民視点の改革につなげます。ま

た、点検の対話の中で市民の理解を得て、ビルド&スクラップを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 更なる対話の活性化 

・説明員のアンケートでは、半数以上が「気付きがあった」、「納得した」と回答

したにも関わらず、改革意欲が 39％に留まりました。今後は、改革意欲を高め

る取組が必要となります。 

→改革意欲を高めるには、組織内での対話により、事務事業の見える化を進

め、情報をオープンにしていくことで、自浄作用を働かせることが重要で

す。これにより、次の改革意欲のきっかけとなり、自律的な改革・改善につ

なげていきます。 

 

→今後は、組織内対話を進化させ、「組織間対話」により、庁内の部門間での対

話を促進し、複数の部門にまたがる課題への取組強化など、更なる改革・改善

の推進を図ります。 

 

トータル

システム
政策 

施策 

事務事業 

事業のやり方を 

市民視点でチェック 

市民点検 

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月2月

◆ ◆

◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇

ﾏｲﾙ
ｽﾄｰﾝ

点検

実計

予算

成果検証 spring

変革方針

summer

実計策定・予算

編成方針

autumn

内示 決定

事業選定 市民点検

レビュー レビュー レビュー 

◉ 

中間報告 

最終報告 

◉ 
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ウ 論点深掘りと OB・OG の活躍 

・点検の回を重ねるごとに、OB・OG の視点や論点の捉え方の的確さが増していま

すが、まだ制度として活かしきれていないことが課題と挙げられます。 

・また、今回から導入した市民提案員制度については、立ち位置がわかりにくい

といった意見が多かったことから、仕組みの見直しが必要です。 

→市民視点を活かした論点の掘り起こしを進めるため、事前に実施する市民点検

員研修について、新たに点検員となった方と、OB･OG で分けて実施します。OB･

OG 向けの研修では、論点出しや論点の深掘りが行えるような研修内容としてい

きます。次回の点検では、研修を受けた OB･OG に「論点整理員（仮）」として

キーマンになっていただくなど、更なる市民参画を図ります。 

 

 

エ その他の課題への対応について 

・点検時に使用する「市民点検用説明シート」と「事業シート」の説明が重複し

てしまう場面がありました。 

→両シートの記載事項を整理し、使い分けができるようにしていきます。 

・点検会場が暑いという意見が多く寄せられました。 

→新庁舎を使用する等、別会場で実施できるよう調整します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



■点検結果が「もう一歩！（要改善）」、最終報告が「即時反映」となったもの（１６事業）

ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

0 6 1 いいね！
(継続)

―

もう
一歩！

(要改善)

0 4 3 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！

(要改善)

0 7 2 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

事務事業の市民点検２０１９　事務事業一覧

No
事務
事業名

担当課

【点検結果】 【中間報告】 【最終報告】

判定

1 ウェブサ
イト・
SNSを活
用したシ
ティープ
ロモー
ション

シティ
プロ
モー
ション
推進課

何をどの媒体で発信すべきかを考え続け、市の魅
力を最大限に発信して欲しい。何らかのインセン
ティブ（見たらクーポンが手に入るなど）があっ
ても良いのではという意見があった。
また、そもそも、市役所についての興味を高める
対策が必要ではないかという意見や、広報が届か
ない人への対応も重要であるとの意見もあった。
その他、SNSで市の魅力を発信する内容としては、
美しい風景や食べ物の写真などが効果的であると
の意見が多かった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

市公式SNSの存在そのものを知らない
という意見が多かったため、投稿内容
の充実を図るとともに、アカウントの
存在を周知することがまず重要だと感
じた。
SNSに誘導するインセンティブになる
ような取り組み（クーポンの発行等）
を増やし、アカウントの存在そのもの
を周知していきたい。
また、市原の風景や食を投稿するとよ
いと指摘があったため、拡散されそう
な美しい風景などを市政情報の合間に
投稿するなど、SNS特有の親しみやす
い砕けた投稿も意識的に行いたい。市
が発信したい市政情報だけでなく、
フォロワーのいいね！が増えるような
‟行政らしくない”投稿も効果的に行
いたいと思う。

改善

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果

即時反映 0 0 市の魅力を広く発信し、いちはらファンの獲
得や交流人口の増加に向けた強化を図るた
め、これまで秘書課で管理・投稿してきた市
長インスタグラムを、他のＳＮＳと併せて、
シティプロモーション推進課で一元管理する
こととした。また、ＳＮＳの運用について
は、点検で風景や食などを投稿すると効果的
であるという指摘があったことから、市政情
報と併せて市内の美しい風景や食など、興味
を持ってもらえるような写真などを発信し、
アカウントの存在を周知していく。

【事業目的】
市の情報を必要としている人が、インターネット環境
さえあればどこでも情報が入手できるように、市民の
利便性の向上を図る。
また、イベントや市の魅力を市内外に広く発信するこ
とで、いちはらファンの獲得や交流人口の増加につな
げる。

【事業内容】
市民や市外の人々が、市政情報や市の魅力・イベント
情報などを入手しやすくするために、インターネット
を介して広く情報を発信するもの。
情報を入手する手段は人によって異なるため、地域や
年代を考慮して、広報紙やウェブサイト、ＳＮＳなど
様々な媒体を活用し、必要としている情報や興味があ
る情報を発信している。

イ 反映先

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）

0 0 犯罪の発生防止に対する市民の意識高揚を図
り、全ての市民が安心・安全に生活できるよ
うにするため、市が行っている防犯パトロー
ルの必要性を理解してもらえるよう、データ
に基づいた説明や事例を挙げるなどの説明を
行っていく。また、地域の自助・共助の取組
が積極的に行われるよう、広報いちはらや市
ウェブサイト、町会回覧等に制度情報を掲載
し町会や自主防犯組織へのＰＲや働きかけを
行う。

2 青色防犯
パトロー
ル事業

危機管
理課

市民にとっては関連事業も含め、誰が担ってくれ
ているのか分かりにくいのでは。青色防犯パト
ロール、徒歩のパトロール、高校生の活動などを
もっと周知した方が良い。地域での取組が増えて
いくよう、町会や自主防犯組織へのPRが必要では
ないかといった意見があった。
また、警察ではなく市がこの事業をやる理由、必
要性を理解してもらう工夫をしたらどうか。防犯
件数の推移などをデータで示し、根拠に基づいた
説明を深めていけると良いといった意見があっ
た。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

市民、警察、市がそれぞれの特性を生
かしたパトロールを行うことが犯罪抑
止に重要だと感じた。
また、広い市域を１台では足りないの
ではという意見や、もっと自主防犯組
織への働きかけを強化すべきではとの
声があり、参考になった。

【事業目的】
犯罪の発生防止に対する市民等の意識の高揚を図ると
ともに、市民等の自主的な活動を促進することで、
市、市民等が一体となって犯罪の抑止を図ることを目
的とする。

【事業内容】
すべての市民が安心して生活できる、犯罪のないまち
づくりのため、青色回転灯を装着した車両で市内をパ
トロールしている。

改善 即時反映

0 0 これまでは、主に制度の対象者である高齢者
に対して周知を行ってきたが、点検におい
て、地域の中で孤立し、支援が必要な高齢者
もいるかもしれいないという意見があり、高
齢者だけでなく、高齢者を支える世代への周
知も必要であると気付いた。そこで、広報い
ちはらの特集（２月１５日号掲載予定）や市
ウェブサイトに制度情報を掲載し、周知を行
う。

【事業目的】
日常生活上の困りごとを抱える高齢者を、多様な支え
手による生活支援サービスと結び付けることで、その
人の状態に応じた、その人らしい暮らしを住み慣れた
地域で支えていく。

【事業内容】
日常生活上の困りごとを抱える高齢者の暮らしを地域
で支える仕組みづくりをしている。

3 生活支援
体制整備
事業

地域包
括ケア
推進課

困りごとがあってもどこに相談したらよいかがわ
からないので、制度の全体像を分かりやすく示す
ことが必要だと思う。分かりやすさが周知につな
がるのではないか。制度が整っていたとしても、
市民がその制度を知らなければ課題解決は難しい
といった、周知に関する意見が多かった。
また、地域の中でも孤立し、支援が必要な高齢者
がいるかもしれないので、地域の高齢者の情報を
しっかり集めることが重要だという意見があっ
た。
その他、民生委員をやっている方からは、共助の
取組は市が思っている以上に進んでいる、情報共
有して抜けているところを対応して欲しいといっ
た意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

本事業は昨年度、地域の高齢者を支え
る仕組みが整ったところであり、今回
の点検員からの指摘で、あらためて制
度が十分に周知されていない点を認識
した。
高齢者をはじめ、高齢者を支える若い
世代にも、本制度を分かりやすく周知
していくことが必要であると認識し
た。

改善 即時反映
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凍結）
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(要改
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ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

0 6 0 もう
一歩！
(要改善)

―

もう
一歩！

(要改善)

0 5 1 もう
一歩！
(要改善)

―

もう
一歩！

(要改善)

1 5 0 もう
一歩！
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いいね！
(継続)
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(要改善)

0 4 2 いいね！
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もう
一歩！
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ア 反映結果 イ 反映先
No

事務
事業名

担当課

【点検結果】
ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）

【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

0 0 子育て家庭の孤立化を防ぐとともに、子育て
などの不安を解消するため、乳児家庭全戸訪
問を行っているが、訪問後の行政との情報共
有や連携の重要性を再確認した。
また、支援員の役員会等において、点検でい
ただいた市民意見を共有した。
加えて、子育て家庭に対する事前案内とし
て、令和元年10月から市民課前の電子モニ
ターにて、乳児家庭全戸訪問の情報発信を行
うとともに、地域情報誌に子育て家庭支援員
の特集記事を掲載した。
今後、乳児家庭全戸訪問後のアンケートにつ
いて、具体的な手法を検討したうえで実施し
ていく。

4 子育て家
庭支援員
活動事業

子ども
福祉課

母親が安心して相談ができ、危険なケースを察知
できるような子育て支援員の人材育成が必要では
ないかという意見があった。
また、支援員が訪問を行った後の行政との情報共
有や、連携が非常に重要であるという意見もあっ
た。
この他、事業成果の指標が家庭訪問件数、こども
フェスタ入場者数となっており、評価するために
は指標の改善が必要ではないか。母親の意見を聞
くためのアンケートを実施した方が良いといった
意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

訪問後の行政との情報共有や連携は現
在も緊密に行っているが、その重要性
について再確認したため、今後も継続
していく。
また、訪問後の意見を聞く機会とし
て、アンケート等について検討してい
く。

【事業目的】
乳児家庭全戸訪問事業では、すべての乳児のいる家庭
を訪問し、子育て家庭の孤立化を防ぐために、その居
宅において様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関
する必要な情報提供を行うとともに、専門的な支援が
必要な家庭に対しては、適切なサービス提供に結び付
けることにより、地域の中で子どもを健やかに育成で
きる環境の整備を図る。

【事業内容】
「概ね生後４か月児のいる家庭」または「転入してき
た１歳未満児のいる家庭」に向けて、乳児家庭全戸訪
問事業で、情報提供や子育て相談などを実施してい
る。また、「（小学校入学前の）市内の子育て家庭」
に向けて、親子のふれあい事業で、こどもフェスタな
ども実施している。

改善 即時反映

改善 即時反映

0 0 子育て世代の親のニーズに合った事業内容な
のか、精査する必要があるという気付きを得
たことから、いただいた意見を基に、事業内
容を見直していく。まずは所内において離乳
食教室の見直しを進めている。また、講座等
を実施した際の紙媒体の配布物が多いという
指摘を受けたため、当該事業だけでなく、ネ
ウボラセンター全体で情報を集約し、分かり
やすくするとともに、紙以外のウェブサイト
での情報発信も行っていく。

【事業目的】
妊娠期、授乳期や離乳食、幼児食に関する教室の開催
や栄養相談を行うことにより、妊娠中や子育て中の
「食」に対する親の不安を軽減し、安心して子育てが
できるようにする。

【事業内容】
妊婦や子育て中の保護者に対して、妊婦自身や子ども
の食事に関する不安を軽減するため、管理栄養士等に
よる食事の教室などで栄養相談や調理実習を行ってい
る。

5 母子保健
事業（栄
養・食育
関連事
業）

子育て
ネウボ
ラセン
ター

本当に必要な人にこの事業が届いているのか。育
児不安を抱えている人は、外出すること自体が大
変であり、遠方ならなおさら参加が難しいので、
インターネットを使ったアプローチや、待つので
はなく出向いていく出前講座など、手法の検討や
土日開催の検討も必要だという意見があった。
また、周知方法の検討に関する意見や、事業成果
を図るために参加者のその後の行動を調査してみ
てはどうかといった意見もあった。
その他、アレルギーを持つ子供が増えているの
で、アレルギーに関する食講座があっても良いと
いう意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

対象者のニーズにあった内容なのか精
査する必要がある。
配布物や情報の多さについての指摘
は、他の事業についても同様の傾向が
あり、検討の必要性を改めて認識し
た。

改善 即時反映

0 0 ごみ減量の動機付けになるような伝え方の工
夫が必要であるという気付きを得たため、今
までは、ごみ減量についてストレートな伝え
方をしてきたが、肥料化したごみは家庭菜園
や花壇で使えるなど、市民がメリットをイ
メージできるような伝え方をしていく。広報
いちはら11月15日号のごみ減量に関する記事
の中で実践した。

6 ごみ減量
850推進
事業

クリー
ン推進
課

ごみ減量のための一つの手法として、この事業は
有意義だと思うが、もっと市民に魅力あるＰＲを
考え、市民の参加意欲が出る様な工夫が必要では
ないか。また、市民に具体的なイメージを持って
もらえるよう、この事業によって、ごみをどれだ
け削減できたら、ごみ処理場の建て替えに係る費
用がどけだけ減るのかや、町全体にどのようなメ
リットがあるのかなど、具体的に伝えると良いと
いう意見があった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。
その他、「ちょっと待った！（廃止・凍結）」と
判定した点検員からは、利用価値が限定されてい
るため、他のごみ減量方法への推進をもっと図っ
たらどうか。同様の制度を廃止した他市もあるこ
とから、時代に合わせた事業の検討も必要ではな
いかという意見があった。

即時
反映

生ごみ肥料化容器や生ごみ処理機の一
層の普及促進のためには、家庭菜園な
どでの堆肥の活用など、市民に楽しく
使用いただくような伝え方の工夫が必
要であることなどについて気付くこと
ができた。今後、広報いちはらやHPな
どで周知を図る際に、この気付きを活
かしていきたい。

【事業目的】
家庭から排出される生ごみの自家処理を促進し、ごみ
の減量化を目的としている。

【事業内容】
生ごみ肥料化容器又は生ごみ処理機を購入した者に対
し補助金を交付し、ごみ処理機等を各家庭に普及促進
している。

0 0 水質汚濁防止を図るため、合併処理浄化槽の
普及率を上げるには、市民に合併浄化槽の必
要性を認知してもらえるような周知を行うこ
とが重要であるという気付きを得た。そこ
で、今後は、市の生涯学習出前講座「おでか
けくん」に浄化槽のメニューを追加し、地域
全体に呼び掛けられるように検討していく。

7 合併処理
浄化槽普
及事業

クリー
ン推進
課

公衆衛生や健康の観点から必要な事業であるが、
課題はスピード感である。具体的な目標値がある
ので、具体的なロードマップを示せると良いとい
う意見があった。また、合併浄化槽の普及率を上
げるには、市民の環境意識を変えられるような取
組に力を入れていくことが大切だと思う。個人で
はなく、地域全体で呼びかけると効果があるので
はといった意見があった。
その他、設置コストを下げる方法として、地域の
数軒で1つの大きな合併浄化槽を利用するような工
夫ができれば、自己負担額が軽減できるのではな
いかといった意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

平成31年度から配管費補助等を追加し
て、補助金の増額を図っている。引き
続き補助金の増額を模索するととも
に、合併処理浄化槽を設置する必要性
や補助事業を広く浄化槽区域の世帯に
認知してもらう手段として、町会を活
用するなど、様々な手法で更なる合併
処理浄化槽への転換促進の周知を図る
必要があると感じた。

【事業目的】
合併処理浄化槽の普及を促進し、生活排水による公共
用水域の水質汚濁防止を図る。

【事業内容】
合併処理浄化槽を設置する人に対して、設置費用の一
部助成として補助金を交付している。

改善 即時反映
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ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

0 6 1 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！

(要改善)

0 5 2 もう
一歩！
(要改善)

いいね！
(継続)

もう
一歩！

(要改善)

0 4 3 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

0 0 これまで、商品開発のための補助金を交付し
てきたが、商品を作って終わりではなく、そ
の後のＰＲも重要であるということに気付い
た。市による宣伝や事業者へのフォローアッ
プとして、次回の上総いちはら国府まつりに
おいて、商品開発事業者の専用ブースを作
り、商品のＰＲ等を行っていく。

【事業目的】
「ふるさと名物応援宣言」に基づき、小湊鉄道などを
軸として、地域の特性や市内の多様な地域資源を活か
した魅力的な商品開発など新たなビジネス創出につな
げ、いちはらのブランド力向上と地域経済の活性化を
目指す。

【事業内容】
地域資源を活用した観光ツアーや商品開発などに取り
組む事業者に対し、補助金を交付している。

9 ふるさと
名物応援
事業

商工業
振興課

マーケティングは適切か（商品、価値、ターゲッ
ト、プロモーション）。作った品を売るのか、売
れるものを作るのか、考え方が異なる。資源を活
用することは必要だが、売れるものを作るという
支援も必要ではないかといった意見があった。
また、付加価値が高ければ、価格設定が高くても
期待できるのではないか。そのために、こだわり
は必要。ここでしか食べられないという限定性も
重要になるのではといった意見もあった。
その他、採算性がどうなっているか把握しておく
べきという意見や、商品宣伝に関しては、クチコ
ミやSNSを活用すると良いといった意見があった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

当該事業により生み出された商品や
サービスがあまり認知されていないこ
とが分かった。このため、周知方法に
課題があることを認識できた。

改善 即時反映

改善 即時反映 0 0 参加者アンケートによる意見集約やニーズ把
握等を通じて、制度運営の充実を図るととも
に、参加実績に応じた従事業務のレベルアッ
プなど活動意欲の向上につながる仕組みを整
備する。
また、誰もがスポーツボランティアとし活躍
できる場の提供を目指し、障がいのある方に
もスポーツボランティアとして参加してもら
えるよう、募集方法の見直しや受け入れ態勢
の整備に取り組む。

10 スポーツ
ボラン
ティア活
用事業

スポー
ツ振興
課

事業の目的、目標値、あるべき姿を把握した上
で、取組の見直しをしたら良いと思う。現在積極
的に募集をしていない簡単な活動内容でもやって
もらえば、「ささえている」という気持ちが醸成
されるのではないか。活躍する大会も増やしてい
くべきではないか。小さな市レベルの大会でも、
まず経験を積んでいかないと、大きな大会に向け
知見が増えていかないのではないかといった意見
があった。
また、参加者の枠を広げるためには、SNS等を活用
した広報などをした方が良いといった意見や、始
まったばかりの事業なので、課題と成果を見るた
めにも、参加者へのアンケートをもらったら良い
のではないかといった意見があった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

ボランティア登録対象者の拡大や、ボ
ランティアを派遣したイベント数の増
加などの要望が多く聞かれ、市民のス
ポーツボランティアへの意欲や関心の
高さを感じた。
事業を通じた市としてのビジョンを鮮
明にし、ボランティア登録者数、派遣
回数、参加者数などについて、明確な
数値目標を定める必要性を認識した。

【事業目的】
スポーツを推進する３つの視点である「する」･「み
る」･「ささえる」のうち「ささえるスポーツ」に参
加する市民を増加させるとともに、スポーツボラン
ティアをきっかけとしたボランティア文化の醸成によ
り、共に支えあうまちづくりを目指す。

【事業内容】
各種スポーツ・レクリエーションに関心のある市民の
ために、様々なスポーツ大会などで運営を補助するボ
ランティアとして活躍する場を提供している。

就労支援を目的としている事業であるが、今
回いただいた意見のとおり、この事業を実施
することで、どの程度の効果があるのかを図
れるようにするため、成果指標を再検討して
いく。

8 人づくり
職業能力
開発等支
援事業

商工業
振興課

成果目標と成果指標を明確に設定すべき。資格取
得は目的ではなく手段であることを認識する必要
がある。女性の就業率を目標に加えるべきだとい
う意見があった。
また、現状把握と、分析（年齢別のデータ、年度
ごとのニーズ変化、相談内容など）の充実が必
要。就職状況は、年齢、性別で異なることから、
ターゲットは適切かどうかといった意見もあっ
た。
その他、簿記の資格取得支援は効果的であると
いった意見や、介護の資格取得支援にもっと力を
入れてもよいのではという意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

実行計
画・次
年度予

算

成果指標について再検討する必要があ
る。
女性・若者の3人から「簿記講習は有
効である」と意見があったので、引き
続き講習を受けやすい日程を検討して
いきたい。【事業目的】

就労を希望する若者や女性などの資格取得を支援し、
雇用の拡大を図るとともに就労者に向けた講習や労働
相談等により、就職後の職場定着を図り長期雇用へと
つなげる。また、子育て中の女性・中高年齢者向けの
セミナー等を実施し、再就職の促進を図る。

【事業内容】
委託により、資格取得講座（簿記2級等）の開催、
キャリアカウンセラーによる個別就労相談の実施、単
独で新人研修開催が困難である中小企業向けの新人講
習などを実施している。

改善 即時反映 0 0

No
事務
事業名

担当課

【点検結果】 【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果 イ 反映先

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）
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ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

1 7 0 もう
一歩！
(要改善)

―

もう
一歩！

(要改善)

0 5 2 もう
一歩！
(要改善)

―

もう
一歩！

(要改善)

0 7 0 もう
一歩！
(要改善)

― 0 0 職員で漏水調査チームを編成して定期的な調
査を実施し、漏水の早期発見に努めるととも
に限られた予算の中で、最大限の効果を得ら
れるように更新順位を再検討し、計画的な管
路更新を実施する。また、国・県に対し補助
金等の採択要件の緩和などを要望し、更新の
財源確保に努めていく。加えて、千葉県に将
来的な県営水道との連携等についても、積極
的に働きかけていく。

13 水道管漏
水の対応

給水課 水道管の更新が追い付いていないので、もっとス
ピード感を持って進めて欲しい。安心安全のた
め、予算を増やしてでもしっかり対応すべき。主
な漏水の原因が老朽化なのであれば、漏れてから
対応するのではなく、計画的、効率的に管の更新
ができる方法を考えた方が良いと思うといった意
見があった。
また、将来的には、県水との統合を検討し、人件
費等の削減を考えてはどうかという意見もあっ
た。
その他、水道管の総延長、その内の老朽化率、1年
で更新できる延長など、具体的なデータを示した
方が良いという意見があった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

水道は市民生活に必要不可欠なライフ
ラインであることから、漏水などにつ
いて、身近な問題として、たくさんの
意見をいただき、水道の大切さを再認
識した。
漏水の根本的な解決は、水道管の更新
に負うところが大きいので、今後、漏
水の調査と並行して効率的・効果的な
更新を計画的に進めるとともに、県営
水道との連携などについても積極的に
千葉県に働きかけていきたい。

【事業目的】
水道は市民生活を支える重要なライフラインであるこ
とから、２４時間３６５日安定的に給水するため、漏
水を早期に発見し、早急な対応を図る。また、宅内で
の漏水は、気が付かず長期間放置してしまうと水道料
金が増大し、使用者に大きな負担となることから、早
期に発見し速やかに情報を伝える。

【事業内容】
夜間・休日を含め、２４時間３６５日水道に関する通
報を受付し、管工事業者との連携を図り、早急な対応
をするとともに、漏水の早期発見のために、検針時の
使用水量のチェックや市の職員でチームを組み、漏水
調査も実施している。

0 0 事業の目標設定が不明確であるという指摘が
あったことから、誘致する目的やターゲット
を明確にする。将来的には「スポーツコミッ
ション」や「観光ＤＭＯ」と連携して、本市
の優れたスポーツ施設を通じて、市をＰＲで
きるように取り組んでいく。併せて市民のス
ポーツへの関心を高める。

【事業目的】
本市の優れたスポーツ施設を活用し、学生やクラブ
チーム、プロチーム等の合宿誘致を積極的に行うこと
で、本市ブランド力を高め、交流人口の拡大と地域経
済活性化を図る。また、市民がトップレベルのチーム
の練習を間近で見れる機会を創出することで、市民の
スポーツへの関心を高める。

【事業内容】
スポーツ合宿を行おうとする学生やクラブチーム、プ
ロチームなどに対して、スポーツ施設の優先予約を可
能としている。
この事業は、市、スポーツ施設管理者、観光協会、旅
館組合などの関係団体が連携して行っており、スポー
ツ合宿を仲介する業者とも連携して取り組んでいる。

11 スポーツ
合宿誘致
事業

スポー
ツ振興
課

目標設定が不明確ではないか。どのレベルのチー
ムを何回呼び込み、関わる市民がどのくらいい
て、経済波及効果をどのくらい想定するのかとい
う点を明確にしていった方が良いという意見が
あった。
また、市原市には素晴らしいスポーツ施設がある
ので、市民にとっても市外のチームにとっても有
効活用できるよう、対象を柔軟に周知を進め、宿
泊施設等との連携も検討していって欲しい。市内
の高校ではなく、県内の有名校にアプローチして
使用実績を作るとPRになるのでは。といった意見
もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

実行計
画・次
年度予

算

スポーツ合宿を誘致する目的やター
ゲットを明確にし、誘致するためのPR
方法を見直す必要があると感じた。

改善 即時反映

0 0 障がい者の方々は、外出前に向かう場所のバ
リアフリーの状況を調べてから行くこともあ
るため、ただ整備するだけではなく、整備し
た箇所の情報を周知していくことも必要であ
ることに気付いた。今後は、障がい者の方々
が安心して移動できるよう、ウェブサイト等
への情報掲載を検討していく（バリアフリー
マップ等）。また、重点整備地区内における
ハード整備については、開発行為などの機会
に合わせて民間協力を要請していく。

12 道路特定
事業（バ
リアフ
リー化の
推進）

道路建
設課

バリアフリーを担うのは行政だけではないので、
企業などの社会貢献に働きかけてはどうか。障が
い者などが事前にしっかり調べて外出できるよう
な情報発信が必要だと思うので、ハード面に加え
てソフト面でも工夫できると良いといった意見が
あった。
また、整備エリアについては、駅周辺に限らず、
身近な生活上のエリアも必要ではないかという意
見があった。
その他、障がい者の視点だけでなく、観光客に対
しての視点も重要ではないかという意見もあっ
た。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

実行計
画・次
年度予

算

整備を行うだけではなく、整備した箇
所の周知、PRが必要であると感じた。
予想以上に、段差解消の推進が求めら
れていることを感じた。
点字ブロック等の整備に係る財源を民
間から調達する仕組みづくりについ
て、検討の必要性を感じた。

【事業目的】
道路特定事業は、歩道の段差解消や視覚障がい者誘導
用ブロックの設置並びに駅前広場への障がい者専用の
乗降場の設置を行うことで、高齢者や障がい者等が安
全に駅から生活関連施設に移動できるようにすること
を目的としている。

【事業内容】
バリアフリーの施設整備を進める中で、市は道路管理
者として、高齢者や障がいを持つ方も駅周辺の生活関
連施設に移動しやすくするた、歩道の段差を解消した
り、視覚に障がいを持つ方のために、誘導用ブロック
の設置を行っている。その他、駅前広場に、障がい者
専用の乗降場も設置している。

改善 即時反映

改善 即時反映

No
事務
事業名

担当課

【点検結果】 【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果 イ 反映先

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）
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ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

0 6 1 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！

(要改善)

1 4 2 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！

(要改善)

0 7 1 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

0 0 料金滞納を増やさないためには、滞納者の支
払能力や理由の分析が必要であるという指摘
から気付きを得て、福祉部門と連携し、滞納
者が生活困窮者であるかなど、状況の把握を
したうえで適切な対応を図る。また、口座振
替の推奨はこれまでも行ってきたが、改め
て、口座振替の利点を積極的にPRするととも
に、より利便性の良いキャッシュレス決済の
導入を検討し、収納率の向上を図る。

【事業目的】
安定した料金収入を確保し、水道事業・下水道事業を
継続して行うため。また、支払期日までにきちんとお
支払いいただいた使用者の方との公平性を保つ。

【事業内容】
水道料金及び下水道使用料を滞納している方への対応
として、給水を停止するための手続きや、お宅に訪問
して徴収を行っている。

14 上下水道
料金の滞
納処理に
ついて

給水
課、下
水道管
理課

滞納者の支払い能力の分析ができていない。滞納
者への対応や分析については、改善の余地がある
と考える。滞納者が特定されているケースが多い
ため、早めの対応が必要といった意見があった。
また、滞納防止の資料等を分かりやすく作成配布
してはどうかといった意見もあった。
その他、口座振替が多くなると安定的に収入につ
ながるため、口座振替を拡大した方が良いという
意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

滞納を増やさないためにも、滞納者へ
の早期対応、また、滞納者の支払能力
や理由の分析が必要であると再認識し
た。
口座振替を推奨することで、納付書請
求による支払い忘れの抑止にも繋がる
ため、その利点を示す等で、口座振替
率の向上を図ることが有効であると再
認識した。

改善 即時反映

0 0 公共下水道へ未接続となっている方につい
て、効果的な普及促進を行うためにその理由
などの分析を行う。また、トイレの排水のみ
を処理する単独浄化槽では、台所などの排水
がそのまま排出され環境に対する影響が大き
いことや、公共下水道へ切り替えることの経
済的メリットを個別訪問により啓発を行うと
ともに、普及促進に対する補助金の効果検証
を行い、必要に応じて見直しの検討を行う。

15 下水道の
普及促進

下水道
建設
課、下
水道管
理課

補助金の効果測定や、見直しが必要であるという
意見があった。
また、下水道未接続の住民の分析（補助体制はど
の程度か、合併処理浄化槽はどの程度かなど）が
必要との意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

公共下水道の目的は何かという原点に
戻り考える必要があることや、浄化槽
から公共下水道へ切り替えることの経
済的メリットを示していく必要がある
と感じた。
また、個別訪問や補助金についての効
果測定をより深く行う必要を感じた。【事業目的】

下水道（汚水）の役割である、①生活環境の改善②公
共用水域の水質保全のために、生活雑排水が未処理の
まま流れないようにする。

【事業内容】
公共下水道が整備
された区域の方々に、説明会や個別訪問を実施し、早
期に接続工事をお願いしている。

制度の周知が不十分であるという気付きを得
たことから、今後、市内各中学校、高校、専
門学校、大学の進路指導担当の先生に制度内
容を伝え、制度を必要としている人に知って
もらい、活用してもらえるようにする。

16 教育資金
利子補給
事業

教育総
務課

制度周知が不十分であるため、周知方法の充実が
必要。学校への広報を行い、高校の進路指導時に
情報を提供できるようになると良いのではといっ
た意見があった。
また、対象者約14,000人に対して、交付実績が373
人ということからも本当に必要な人に十分に行き
わたっているか。ローンの対象が日本政策金融公
庫のみで良いのか。助成率をもう少し上げられな
いのかなど検討が必要ではないかという意見も
あった。
その他、補助金の交付金額、他の支援策の必要性
など、真のニーズの把握も必要になるのではとい
う意見があった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

事業の認知度が低かったため、広く周
知していくことが必要であると認識し
た。
保護者の就学援助に対するニーズを調
査、分析していく必要があると感じ
た。
庁内関係部署と連携して、それぞれの
制度を情報共有し、相互理解を図ると
共にその内容を利用者への情報提供へ
つなげる必要があると感じた。

【事業目的】
高等学校、専修学校、大学等の入学資金や在学資金
等、教育に要する資金を必要とされる方に対し、教育
の機会均等と経済的負担の軽減を図る。

【事業内容】
高等学校、専修学校、大学等の入学資金や在学資金
等、教育に要する資金を必要とされる方が、株式会社
日本政策金融公庫の教育資金一般貸付または年金教育
資金貸付を利用された場合に、その返済利子の一部を
助成している。

改善 即時反映 0 0

改善 即時反映

No
事務
事業名

担当課

【点検結果】 【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果 イ 反映先

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）
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■点検結果が「もう一歩！（要改善）」、最終報告が「実行計画・令和2年度予算」となったもの（４事業）

ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

1 7 0 もう
一歩！
(要改善)

―

もう
一歩！

(要改善)

0 5 2 もう
一歩！
(要改善)

―

もう
一歩！

(要改善)

0 6 1 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！

(要改善)

0 7 2 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

661 732 事業の目的と内容について、周知が不足して
いることに気付いたことから、次年度は、年
間3回実施する婚活パーティーのうち、1回分
の周知について、これまでの手法に加え、Ｊ
Ｒ駅、小湊鐵道バス車両への有料広告を新た
に実施することとした。更に、令和２年度か
ら「婚活inいちはら（婚活パーティー）＋
（婚活セミナー）」に加え、当事者の結婚活
動支援の輪を広げるため、親や親戚、友人な
ど当事者の結婚活動を支援する方も参加対象
とした大規模な婚活セミナー（婚活応援セミ
ナー）を新たに開催することとした。
また、カップル成立時に贈っていた市原湖畔
美術館入園券を取りやめ、ニーズの検証を行
うとともに、複数種類作成していた広報用の
ポスター等を見直し、集約を行う。

17 若者の結
婚支援事
業

広聴相
談課

周知に関して、ポスターなどはもっと目立つ場所
に掲示してはどうか。会場に関しては、より魅力
的な場所での開催を考えたらどうか。スポーツ観
戦などと一緒に開催したらどうかといった意見が
あった。
また、婚活セミナーは、1回きりでは効果がないの
ではないかという意見のほか、民間ではなく市で
開催する目的と目指す成果を明確にした方が良い
という意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。
その他、「ちょっと待った！（廃止・凍結）」と
判定した点検員からは、婚活が直接的に対策に
なっているのか疑問。結婚支援よりも、子育てが
しやすい環境が整っていることの方が重要だと思
うといった意見もあった。

即時
反映

点検を通じて、「当該事業の目的と内
容の周知が不足していること」が分
かった。
また、「カップル成立者へ贈っている
湖畔美術館入園券等がカップルのニー
ズに合っているかを確認する必要性」
に気づいた。
そのため、今後はより多くの人に事業
の開催を知ってもらえるよう、ポス
ターの掲示施設等を増やしていきた
い。また、カップルへ贈っている湖畔
美術館入園券等の使用枚数を把握する
ことで、ニーズに合っているかを確認
していきたい。

【事業目的】
結婚を希望する市民に出会いの場を提供する。また、
未婚者のサポートとパーティーにおけるカップル成立
数の向上を図る。

【事業内容】
「婚活inいちはら」（婚活パーティー）を、年３回程
度実施。また、異性間のコミュニケーション力の向上
など婚活力のアップにつなげる「婚活セミナー」を一
体的（同日）に開催している。

0 49 周知が不足しているという指摘から気付きを得
て、点検での意見を基に、10月20日に健倖フェ
スタを実施した。具体的には、保育園への周知
について、これまで会場付近の４園に行ってきた
が、新たに市内全域の認定こども園や認可保育
所・園計31ヵ所に拡大した。また、JR３駅及び京
成ちはら台駅にポスターを掲示し、駅利用者へ
の周知に努めた。更に市医師会、薬剤師会を始
め、関係団体に周知の協力を依頼した。町会回
覧による情報提供も新たに予定していたが、災
害の影響により未実施となった。
その他、点検では、イベント後の次の行動につ
なげていくフォローも必要であると指摘があった
ことから、健倖フェスタの会場にて、次につなが
るような市の他事業を紹介するリーフレットも併
せて配布した。
次年度は、ポスターやリーフレットを増刷し、更
に周知に取り組んでいく。

20 いちはら
健倖フェ
スタ

保健セ
ンター

市民にまだ知られていないため、学校や企業、町
会掲示板などへの掲示やＳＮＳの活用など、周知
に工夫が必要だという意見が多くあった。
また、このイベントで測定した結果をどのように
分析、活用するかが課題で、イベントの次につな
げていくフォロー（検診などとの連携）が必要で
はないかという意見があった。
その他、開催場所について、多くの人が集まる商
業施設で実施したのは良かったと思うが、若い時
から健康意識を高めてもらうことが大切であるた
め、10代20代などの健康への危機感が低い世代に
も興味をもってもらえるよう、他場所への展開
や、子供向けのイベントとの連携開催など、工夫
をしてはどうかという意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

即時
反映

商業施設で実施するメリットとして、
イベントの開催を知らない方にも参加
していただけるとの思いもあり、予算
内で行える周知啓発に留まっていた
が、健康づくりの関心を高める契機と
して来場者数を増やすため、周知に力
を入れるよう、意見をいただき、周知
方法について検討が必要であることを
実感した。
イベント参加による健康についての気
付きがあれば良いと思っていたが、次
につながる事業等がないと健康行動に
つながらないのではとの意見をいただ
き、その後の行動に繋がる事業の紹介
等の工夫が必要であると感じた。

【事業目的】
加齢とともに増加する糖尿病や高血圧症、がんなど
は、食事や喫煙、運動など生活習慣が大きく影響する
ため、若い頃からのアプローチが必要である。仕事や
子育てなどで忙しく、疾病予防の知見や健康への関心
が持ちにくい若い世代(30歳、40歳代)を含む多くの市
民の皆様に生活習慣病予防をはじめ、幅広い健康づく
りに関心を高める機会の提供を目的としている。

【事業内容】
参加団体と協力し、毎年10月に開催。主な内容は、測
定（骨密度・血圧・体脂肪・肺年齢・歩行年齢等）、
体験（1日に必要な野菜350gの計量・減塩みそ汁の試
飲、糖尿病に関する検査等）、相談（健康相談・歯科
相談・お薬相談・禁煙相談等）を行っている。

0 0 電子市役所の必要性を再認識したところであ
り、また、成果目標の可視化が必要ではない
かとの意見に基づき、今年度策定予定の新情
報化推進計画において、各施策展開の成果を
測定する指標を設定することとし、計画のマ
ネジメントの強化を図る。各施策展開や指標
の動向を点検することで、次年度の実行計
画・予算に反映する。

【事業目的】
情報通信技術（ICT）を行政のあらゆる分野に活用す
ることにより、行政事務の合理化･効率化に加え、市
民の行政サービスに対する利便性の向上を実現する。

【事業内容】
急速な少子高齢化の進行により、市原市においても労
働力の不足や税収減が懸念される中、これまで以上
に、情報通信技術(ICT)を行政のあらゆる分野に活用
していく。

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）

18 電子自治
体の推進

情報政
策課

成果目標の可視化が必要ではないか。例えば、業
務時間の削減、窓口申請者の削減、市民の満足度
の向上などについて、具体的な数値で示せると良
いという意見があった。
また、費用対効果を検討し、仕様書の不断の見直
しをしながら進めて欲しいという意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

実行計
画・次
年度予

算

電子申請などのサービスは、介護など
市役所を訪れることが難しい人こそ
ニーズが高いとの意見があり、改め
て、電子市役所の構築の重要性を再認
識した。

改善 実行計画・
次年度予算

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果 イ 反映先

53 0 啓発事業については、ティッシュ配布が徴収
率向上につながらないという意見から気付き
を得て、来年度は、ティッシュの配布場所を
厳選し、配布数も減らして実施する。
租税教室については、実施校を増やすことが
課題であるという指摘から、いただいた意見
を含め、教育委員会と連携して未実施校に働
きかけるなど、実施校の増加を図っていく。

19 租税教
育・啓発
事業、租
税教室事
業

納税課 啓発事業のティッシュ配布は、徴収率の向上には
つながらないため、廃止又は見直した方が良いと
いう意見が多く、それに代わる何か別の事業を
やった方が良いという意見もあった。
租税教室については、税金の大切さを子供たちに
伝えるため継続した方が良いが、実施する学校を
増やすことが課題。まずは教員に対して実施して
必要性を理解してもらい、そこから実施校を増や
していってはどうかという意見があった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

実行計
画・次
年度予

算

啓発事業に対する率直な意見を聞くこ
とができ、改善の参考になった。
租税教室については、実施校を増やす
ための方策について、様々な意見をい
ただき改善の参考になった。【事業目的】

【啓発事業】市民の納税者意識（期限内納付）の高揚
と、市税徴収率の向上を図る。
【租税教室】児童の納税者意識（社会の構成員の責務
として税金を支払い、その使い道を監視するという自
覚）の高揚と、将来的な市税徴収率の向上を図る。

【事業内容】
市民を対象に、商業施設等において、啓発事業（口座
振替の勧奨）を行っている。また、次代を担う児童
（小学６年生）を対象に、市役所職員を講師として、
税に関する出前授業（租税教室）を行っている。

改善 実行計画・
次年度予算

【中間報告】 【最終報告】

No
事務
事業名

担当課

【点検結果】

改善 実行計画・
次年度予算

改善 実行計画・
次年度予算
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■点検結果が「いいね！（継続）」だが、最終報告が「実行計画・令和2年度予算」となったもの（１事業）

ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

いいね！
（継続）

0 2 6 もう
一歩！
(要改善)

いいね！
(継続)

■点検結果が「もう一歩！（要改善）」、最終報告が「行財政改革アクションプランⅡ」となったもの（７事業）

ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

0 6 1 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！

(要改善)

1 6 1 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

No
事務
事業名

担当課

【点検結果】
ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）

【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果 イ 反映先

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果 イ 反映先

【点検結果】

改善 実行計画・
次年度予算

0 本市が抱えているふるさと納税の赤字を解消
していくため、まずは、赤字である状況を市
民に伝えていく必要があると気付きを得たこ
とから、ふるさと納税により本市の市税がど
れだけ減収となっているかについて、ウェブ
サイト、広報紙等で積極的な情報発信を行っ
ていく。また、寄付額の拡大のため、今後は
庁内各部署や民間事業者と更なる連携を図
り、新たな返礼品の開発や、効果的なプロ
モーションなど、本市の魅力を発信してい
く。

【事業目的】
寄附金収入の拡大を図る。
また、制度を通じて、市外居住者が市原市を訪れた
り、市原市に親しみを持ってもらうきっかけとする。

【事業内容】
ふるさと納税制度により、自治体間の寄附金獲得競争
が過熱する中、本市でも、市民のために行う事業の財
源となる歳入を増やすため、本市への寄附を少しでも
多く集めることが必要であるため、市外の居住者から
寄附金を募集し、寄附者にお礼の品を贈呈している。

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）

0 制度に関する広報が不足しているという指摘
から気付きを得て、まずは、地区まつりの実
施主体である町会長連合会の各地区会と連携
し、従来から周知手段としている市ホーム
ページや広報いちはらに加え、SNSの活用な
ど、効果的な周知方法の検討・見直しを行
う。また、現在、1地区当たり22万円の補助
金を一律に交付しているが、地区により、実
施方法や規模等が異なることから、来年度、
本事業の本来の目的に照らし合わせながら、
算定の考え方等を整理する。

22 ふるさと
納税事業

財政課 ふるさと納税で市原市が赤字（市原市への寄附額
1.5億円に対し、市原市から他自治体に流出した額
2.5億円）を抱えていることを知らなかった。この
事実を市民に伝えれば、市原市に納めてもらえる
人が増えるのではないか。赤字に対して、もっと
深刻に考える必要があるのではといった意見が
あった。
また、新たな返礼品の設定や、シティープロモー
ションを進めていくには、財政課だけでなく、ノ
ウハウある事業者や、庁内の他のプロモーション
を得意とする部署との連携も必要であるという意
見があった。
その他、寄附を増やすためには、まずは市原市を
知ってもらって、魅力を伝えることが大切。市原
の良いところを市民に聞いてみてはどうかといっ
た意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

行財政
改革ア
クショ
ンプラ
ンⅡ

市原市の魅力、市原市ならではのもの
を市外にアピールする必要があり、そ
のためには庁内各部署との連携や、事
業者など市役所以外の主体との連携が
重要であるとわかった。
ふるさと納税による市税減収の状況に
ついて、広く市民に知ってもらうため
の情報発信が必要とわかった。

改善 行財政改革
アクション
プランⅡ

【※】
ID:

Ⅱ(1)06

No
事務
事業名

担当課

【最終報告】

判定

内訳 参考

0

23 地区まつ
り助成事
業

地域連
携推進
課

「地区まつり」を知らない市民が多いことから、
広報が十分ではないという意見や、助成金の使わ
れ方についての公開情報が少なく、有効に活用さ
れているかどうかが懸念されるという意見があっ
た。
また、この補助金を出すことによって、地域コ
ミュニティの大切さが認識され、町会加入のきっ
かけ作りにつながっているのか等、本来の目的を
果たすための手法になっているのかを、市として
よく成果検証する必要がある。
更に、市内の全てのまつりの状況を調査して、地
区まつりの位置付けを整理すると良いのではない
か。助成事業を継続するのであれば、情報発信を
見直すべき。地域の実情によってやり方が変わる
ので、一律の助成額の妥当性の検討が必要ではな
いか等の意見もあった。以上の理由から、判定は
「もう一歩！（要改善）」となった。
その他、「ちょっと待った！（廃止・凍結）」と
判定した点検員からは、町会単位の祭りではな
く、地区のまつりだと参加できる市民が限られる
ので、不公平感がある。また、地区まつりは、町
会加入率に直接影響しないのではないか。加入率
を上げるならば、町会単位（最小単位）のまつり
に支援した方が良いのではないかという意見が
あった。

行財政
改革ア
クショ
ンプラ
ンⅡ

地区における最大のまつりにもかかわ
らず、事業目的と内容を知らない方が
意外にも多く、周知方法に工夫が必要
であることを認識した。
各地区における地区まつりの位置付け
に違いはなく、一律に22万を補助して
いるが、地区の自助努力を反映させる
ような考え方も必要であることを認識
した。

改善 行財政改革
アクション
プランⅡ

ID:
Ⅲ(1)03

0

【事業目的】
活力ある地域づくりの推進及びコミュニティ活動の促
進を図る。

【事業内容】
地区まつりを開催する市原市町会長連合会地区会に対
して、開催経費の一部を助成している。

0 0 スピード感を持って進めること、洋式化だけ
でなく老朽化対策も必要であるという意見か
ら気付きを得て、当初、令和8年度に洋式化
率50％を目標にしていたが、前倒して短期
的、集中的に取り組むこととした。
具体的には、校舎については、各校の児童生
徒数に応じた個数を洋式化するとともに、老
朽化したトイレの環境整備を実施する。
体育館及び武道場は、災害時に避難所になる
ことを踏まえ、全てのトイレを洋式化する。
こうした取組により、令和5年度までに全小
中学校で洋式トイレが充足する「洋式トイレ
学校充足率100％」を目指す。

子供たちが我慢しないでトイレに行けるよう、洋
式化することに賛成。もう少し早く進めて欲し
い。現場の教員の声を聞き、子供たちのアンケー
トを定期的に実施するなどして、これからの改修
に繋げて欲しいといった意見から、判定は「いい
ね！（継続）」となった。
一方で「もう一歩！（要改善）」と判定した点検
員からは、今後、改善や検討すべき点として、財
源確保の工夫、バリアフリー（汚い、臭いを無く
すを含む）やLGBTなどへの配慮も必要ではないか
といった意見があった。また、物的整備だけでな
く、人的整備（使い方の教育、清掃方法）でも改
善の余地がないか検討の必要があるのではといっ
た意見もあった。
その他、子供たちへの教育として、和式トイレの
使い方も覚えてもらいたいので、和式トイレを残
すことも必要だと思うという意見もあった。

―

【事業目的】
子供たちが使い慣れた洋式トイレを使用できるように
することで、トイレを我慢せず健康で安心して学校生
活を送れるようにする。また、教職員のほか学校を訪
れた保護者や地域住民の方々が学校トイレを使用しや
すくする。

【事業内容】
小中学校の児童生徒や教職員、また、学校を訪れた保
護者や地域の方々がトイレを利用しやすくするため、
和式トイレを洋式トイレへ改修する。

スピード感をもって少しでも早く洋式
化を進める必要があると認識した。
洋式化率の向上だけではなく、老朽化
対策も必要であると認識した。

21 小中学校
トイレ洋
式化事業

教育施
設課

【中間報告】

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

【※】ID＝行財政改革アクションプランⅡ2020における改革項目の管理番号です。

詳細は、行財政改革アクションプランⅡ2020（別冊）参照
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ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

1 7 0 もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！
(要改善)

もう
一歩！

(要改善)

0 6 2 もう
一歩！
(要改善)

―

もう
一歩！

(要改善)

0 5 2 いいね！
(継続)

―

もう
一歩！

(要改善)

1 5 1 もう
一歩！
(要改善)

―緑化推進
事業（生
垣設置奨
励補助
金）

公園緑
地課

生垣の設置だけでなく、特に高齢者に対しては、
その後の維持管理にも目を向けていく必要がある
のではないかという意見があった。
また、「ブロック塀等取り壊し補助」について
は、実績もゼロで、他の部署で類似事業もあるの
で、統廃合の検討をしても良いのではという意見
があった。
その他、生垣にこだわらず、時代背景に合わせた
緑化推進を行ったらどうかという意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

実行計
画・次
年度予

算

生垣が成長することによる植栽後の管
理が大変であることや、隣接地権者と
のトラブルの元になり得るため、設置
を敬遠している人がいることを認識し
た。【事業目的】

緑化推進により、潤いのある住みやすい都市環境を形
成することや、景観を良くすることにより、暮らしや
すい住環境を創出する。また、震災等の災害時に、ブ
ロック塀等の倒壊から市民を守るため、小中学校の指
定通学路における危険ブロック塀を取り壊す際につい
ても、制度を適用する。

【事業内容】
市内の緑化推進をするために、生垣を設置しようとす
る市民のために設置費の一部を市が補助する。併せ
て、ブロック塀を撤去する場合には、その一部を市が
補助する。

改善 行財政改革
アクション
プランⅡ

ID:
Ⅳ(1)07

0 生垣設置後の維持管理が大変であるといった
意見から気付きを得て、補助金要綱を変更
し、これまで対象としてきた中木（成長する
と２ｍ以上になる）に加え、維持管理が容易
な低木も対象とすることとし、補助金を活用
してもらいやすくする。また、今後も住民
ニーズを注視しながら緑化推進に努めてい
く。

改善 0 現在、本市の町会加入率は約6割であるが、
町会長連合会は本市最大の協力団体であり、
このような団体と意見交換を行うことによ
り、地域課題の共通認識が図られるため、今
後も継続して実施する。
しかしながら、今回の市民点検での指摘のと
おり、「事業のやり方の見直し」「事業結
果・成果の可視化」の必要性も認識している
ことから、共催者である町会長連合会と連携
し、検討・見直しを行うとともに、「町会以
外の若い世代等の意見交換」も必要であると
の気付きを得たため、より多くの市民の意見
を汲み取れる仕組みづくりを研究する。

行財政改革
アクション
プランⅡ

ID:
Ⅲ(1)01

024 未来創生
ミーティ
ング

地域連
携推進
課

市長と対話する機会はなかなか無いので良い事業
であるが、テーマ選定、開催回数、開催日（平日
参加難しい）、対象者（町会長のみ）等のやり方
を見直す必要があるという意見があった。
また、本事業の結果や成果を可視化し、市民全体
に周知・波及できると良いといった意見もあっ
た。
その他、未来創生というネーミングだからこそ、
町会長だけでなく、若い人達や女性、働き盛りの
方々の話も聞ける仕組みづくりが必要ではない
か。予算額は全員参加を前提に考えるべきではと
いう意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

行財政
改革ア
クショ
ンプラ
ンⅡ

町会加入者であっても、事業目的と内
容を知らない方が多いことを認識し
た。
本事業での意見交換がどのように施策
に反映されたのかをしっかり周知する
必要を感じた。
町会以外の若い世代等との意見交換な
ど新たな視点の必要性を感じた。

【事業目的】
市と町会長連合会と協働して実施することで、市長と
町会長が課題を共通認識するとともに、市原の未来、
将来に向けた意見交換や情報交換を行い、変革と創造
によるまちづくりを推進することを目的としている。

【事業内容】
町会長を対象者とし、年10月に全11会場で実施し、市
長と町会長とが市原市の未来に向けた意見交換や情報
交換を行うことで、地域課題の共通認識を図る。

0 0 年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、
様々な人の交流を図るため、ユニバーサルス
ポーツである「ボッチャ」の裾野を広げるこ
とが必要という意見から気付きを得て、まず
は、利用促進・利便性の向上を図るため、こ
れまで用具の貸し出し場所としてきた市役所
に加え、他の施設でも貸し出しができるよう
にしていく。また、市民団体と連携した
「ボッチャ体験会」の開催などにより、更な
る普及促進に取り組んでいく。

25 ユニバー
サルス
ポーツの
普及事業

スポー
ツ振興
課

道具の貸出場所、教える相手など、裾野を広げる
手段を再考した方が良い。成果指標（目的）をユ
ニバーサルスポーツの普及共生社会の実現とする
ならば、アウトカムとして出すべき指標は、変え
た方が良いのではないか。説得するための根拠と
して、データをとっていくべきという意見があっ
た。
その他、ボッチャに取り組める環境が整っている
ため、良い事業だと思うので、周知を進め、市民
の認知度を上げるよう改善して欲しいといった意
見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

行財政
改革ア
クショ
ンプラ
ンⅡ

裾野を広げるために、単に用具を貸し
出すだけでなく、公民館などと連携し
て事業を進める必要があると感じた。

【事業目的】
ユニバーサルスポーツの普及を通じて、年齢や性別、
障害等に関わらずハンディキャップや世代を超えた交
流の促進を図る。

【事業内容】
市民の誰もが楽しめるユニバーサルスポーツの普及を
じて、ハンデキャップや世代を超えたスポーツによる
市民交流を促進するため、特に「ボッチャ」用具の無
料貸出や大会などのイベント開催支援を実施してい
る。

0 交通の安全確保のため、点検でいただいた意
見を取り入れながら、伐採する街路樹の優先
順位を検討するなどして取り組んでいく。
また、指摘のあった植樹桝等の除草につい
て、回数を増やすなど事業費の拡充を図り、
市道の安全性と道路環境の向上に努めてい
く。

【事業目的】
道路利用者のために、交差点付近にある街路樹を伐採
し、信号機、標識、歩行者や車両の視認性の向上を図
ることで、安全な通行を確保し、交通事故の減少に寄
与する。

【事業内容】
交差点付近にある街路樹が大きくなり、道路を利用す
る歩行者や車両などから安全確認の障害や信号機、標
識などが見にくくなっているため、交差点付近の街路
樹を伐採している。

26 街路樹管
理事業
（交差点
伐採）

道路維
持課

街路樹が大きくなってからの対応も必要だが、現
時点で支障のない街路樹について、先を見た対応
も重要ではないか。植樹の段階から将来を見据え
た管理が必要ではないかという意見があった。
（減らす、見直すではなく、これは必要でないと
いう選択もある。）
また、目的は交通の安全確保であるため、街路樹
だけではなく雑草などの対応も重要であるといっ
た意見もあった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

行財政
改革ア
クショ
ンプラ
ンⅡ

事業を進めるにあたって、周知が不足
しており、町会等へのPRが不足してい
ると感じた。
大きくなっていない高木を後回しにせ
ずに、小さなうちから伐採を進めてい
くことも必要であると感じた。
街路樹の剪定にも、力を入れていくべ
きであると改めて感じた。

改善 行財政改革
アクション
プランⅡ

ID:
Ⅱ(4)04

に含まれる

0

改善 行財政改革
アクション
プランⅡ

ID:
Ⅱ(2)02

027

No
事務
事業名

担当課

【点検結果】 【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果 イ 反映先

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）
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ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

もう
一歩！

(要改善)

0 5 0 ちょっと
待った！
(廃止・
凍結)

―

■点検結果が「いいね！（継続）」、最終報告で「継続」となったもの（４事業）

ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

いいね！
（継続）

0 3 4 いいね！
(継続)

―

いいね！
（継続）

0 3 4 もう
一歩！
(要改善)

―

0 補助金利用の応募数が少ないため、裾野を広
げていく必要があるという指摘から気付きを
得て、これまで行ってきた市ウェブサイトや
広報紙での情報発信に加え、制度概要を記載
したチラシを新たに作成し、他部署が開催し
ている市のイベントや、公民館、学校等で配
布し、制度の周知を図る。
また、類似性のある補助金事業との整理を行
い、市民の方々がより利用しやすい市民視点
の補助制度となるよう検討していく。

【事業目的】
市内で、活発な文化芸術活動が数多く行われること
で、賑わいのある豊かなまちを作る。

【事業内容】
文化芸術事業を行う団体のために、補助金の交付や周
知等の支援をしている。

現在はごく一部の人達のみが関わっている事業の
様な気がする。裾野を広げるには、周知方法や助
成金の配分方法の見直しなど、応募が増える努力
が必要ではないか。
また、終期を考えることも必要ではという意見が
あった。他にも、地域連携推進課の市民活動助成
事業との住み分けがわかりにくいため、統合を考
えてみてはどうかという意見があった。
以上の理由から、判定は「もう一歩！（要改
善）」となった。

実行計
画・次
年度予

算

当補助金事業についての市民認知度が
低いことがわかった。
市民活動支援課の事業である「ひとき
らめく市民活動補助金」との類似性も
散見されるため、事業内容の精査が必
要である。

改善 行財政改革
アクション
プランⅡ

ID:
Ⅱ(2)03

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）

【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果

ア 反映結果 イ 反映先
No

事務
事業名

担当課

【点検結果】

イ 反映先
No

事務
事業名

担当課

【点検結果】

028 文化芸術
振興助成
事業

ふるさ
と文化
課

0 0 事業の認知度を上げるため、制度の概要や活
動内容の分かるリーフレットを作成するとと
もに、ホームページ等で周知を図る。

【事業目的】
地域の課題を良く知る住民が、快適で暮らしやすい生
活環境を生み出すため、土地利用のルールや必要とす
るインフラについて検討し、地域の目指すまちの姿を
実現する方法などを「まちづくり構想等」として明ら
かにしていただく。

【事業内容】
地域の課題解決に取り組む団体が、土地の使い方、イ
ンフラなどの整備に関する目標や方針、基準、進め方
などを「まちづくり構想」として明らかにする活動を
支援する。

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）

地域に住む人だからこそ気がつくことがあると思
うので、地域の活性化のために良いと思った。こ
のまま続けて欲しい。住みやすい町にするため
に、自分も何ができるか考えるところから始めた
いなどといった意見があり、判定は「いいね！
（継続）」となった。
一方で「もう一歩！（要改善）」と判定した点検
員からは、市全体にアプローチする必要はないと
思うが、市民にもっと事業の認知度を上げる工夫
をした方が良いなどという周知に関する意見が多
くあった。

― 支援内容には概ね理解を得られた。
ただし、事業目的と内容に対する市民
の認知度が低い（ほぼ無い）というこ
とを認識した。

継続 ―

【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

29 まちづく
り促進事
業

都市計
画課

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

児童生徒の学力を向上させるためにも事業を進め
て欲しい。読書の楽しさを伝えられるよう、他の
良い事例を参考にするなどして推進して欲しいな
どいう意見から、判定は「いいね！（継続）」と
なった。
一方で「もう一歩！（要改善）」と判定した点検
員からは、読書は堅いイメージなので、もっと子
ども目線で進めたら良いといった意見や、有資格
者である学校司書にこだわらず、無人の時間にボ
ランティア等に入ってもらうのも良いのではとい
う意見があった。
また、目標達成を確認するための調査（アンケー
ト、声を聞くなど）を実施したらどうか。中央図
書館との連携について、知らない生徒が多いので
もっと広めた方が良いといった意見もあった。

― 心を育て、学力の向上にもつながる読
書教育について、市民の方々も必要性
を強く感じていることが分かった。
人のいる図書室、という環境が整えら
れていくことを望む声が多いことを感
じた。

継続 ―

【事業目的】
学校図書館を有効に活用し、読書教育活動をさらに充
実させ、児童生徒の豊かな感性と創造性を育成するこ
とを目的とする。

【事業内容】
児童生徒の豊かな感性と創造性の育成に向け、学校司
書を全校に配置し、学校図書館の有効活用や、読書教
育活動のさらなる充実に取り組んでいる。

30 0 0 読書教育活動の充実は、児童生徒の豊かな感
性と創造性の育成につながり、市民の方々に
も、必要性を強く感じていただいているとの
認識をさらに強くしている。今後も学校図書
館の有効活用と、読書教育のさらなる充実を
目指し、利用状況の把握や調査に努めてい
く。また、引き続き中央図書館との連携の仕
方や情報発信について、工夫していきたいと
考える。

読書教育
推進事業

指導課
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ちょっと
待った！
（廃止・
凍結）

もう一
歩！
(要改
善)

いい
ね！

(継続)

ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ
判定

市民
提案員

スクラップ
（減額）

ビルド
（増額）

いいね！
（継続）

0 2 5 もう
一歩！
(要改善)

いいね！
(継続)

いいね！
（継続）

0 2 3 もう
一歩！
(要改善)

―

No
事務
事業名

担当課

【点検結果】 【中間報告】 【最終報告】

判定

内訳 参考

判定のポイントとなった理由
反映の
方向性

担当職員の
得られた気付き

ア 反映結果 イ 反映先

― 歴史セミナーの開催や文化財のポス
ター掲示による宣伝、インターネット
博物館による情報発信など、様々な手
法で文化財の周知を図っているが、事
業目的と内容を知らない市民も多いこ
とがわかった。

【事業目的】
特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒の就学や進
学等に関する情報の提供や各学校への見学や体験学習
に同行するなどの活動を通して、本人及び保護者が安
心して入学を迎えることができ、子供たちが充実した
学校生活を送ることができるようにする。

【事業内容】
特別な支援を必要とする全ての幼児・児童・生徒と保
護者のために、就学や進学等に向けた電話や面談等に
よる相談支援活動を行っている。

32 文化財普
及啓発事
業

ふるさ
と文化
課

市原にこんなに素晴らしい文化財があると分かっ
てもらえば、市原に愛着をもってくれる人は増え
るのではないか。子供たちも誇りを持つようにな
るのではという意見から、継続すべき事業とし
て、判定は「いいね！（継続）」となった。
一方で「もう一歩！（要改善）」と判定した点検
員からは、文化財の魅力を市民に更に伝えるため
の周知方法の工夫や、核となる人材づくりから自
主的な広がりを目指すなどの取組も必要だという
意見があった。
また、歴史セミナーについては、既に人気で満席
状態であるため、県外に行くのはやめて、市内の
文化財にクローズアップして回数を増やしたらど
うか。若い人にも参加しててもらえるよう、発信
の方法を工夫すると良いのではという意見があっ
た。
その他、博物館建設に関しては、市民に興味を
持ってもらえるよう、建設過程の映像を公開する
など、市民が関われる仕掛けがあると良いのでは
ないかという意見もあった。

特別支援教育事業について市民の方々
にわかりやすく伝えていくことが大切
であると感じた。
特別な支援を必要とする幼児児童生徒
への支援を進めていく上で、他の機関
との連携が重要であることを再認識し
た。

31 特別支援
教育推進
事業

教育セ
ンター

もっと支援を進めていって欲しいという意見や、
相談件数が増えてきているので、今後の状況を見
ながら、人件費の増額も必要になってくるのでは
ないかといった意見から、判定は「いいね！（継
続）」となった。
一方で「もう一歩！（要改善）」と判定した点検
員からは、他の機関（他部や県）との連携等につ
いて、具体的に方法を決めて、しっかりと取り組
んで欲しいという意見があった。
また、アンケートで相談員訪問が有効だったとい
う割合が増えているが、実際にどのような成果が
あったのか事例等を示せるとより良いと思うと
いった意見もあった。

―

市原への誇りと愛着を醸成するため、既に実
施している周知方法に加え、「知る人ぞ知
る」から、より広く周知するための手段を検
討していく。

【事業目的】
広報コラム、文化財ポスター、郷土学習講座は、市内
の文化財の紹介を通して、関心や理解を深め、郷土へ
の愛着を促す。また、歴史セミナーについては、県外
の文化財を現地で見学し、市内の文化財との特色を比
較しながら、理解を深めてもらうことが目的。

【事業内容】
全市民を対象に、実際に現地での文化財を見学する歴
史セミナー、座学での講義と現地での文化財を見学す
る郷土学習講座、小学生を対象としたものづくり体験
のこども講座、広報いちはらへのコラム掲載、五井駅
への文化財ポスター掲示、市民大学専門講座の歴史文
化リエゾンコースの運営により、市原市内の歴史や文
化財の紹介と学習機会の提供を行っている。

継続 ― 0 0

継続 ― 0 0 特別な支援を必要とする幼児児童生徒への支
援を進めていく上で、他の機関との連携が重
要である。現在設置されている市原市特別支
援教育等連携協議会において、各機関との連
携をさらに強めていきたい。特に幼児教育に
携わる施設と教育センターとの連携を強めて
いく。
また、市民の方々にわかりやすく伝えていく
ためには、様々な機会を通じて周知していく
ことが大切である。上記の連携協議会を活用
して、関係機関からも特別支援教育推進事業
について周知できるよう働きかけていく。

ウ 効果額（千円）

エ　市の考え方等
（具体的な見直し内容や方針）
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